
【民間保育所費】 負担金、補助及び交付金（民間保育所運営補助金：運営費 82,586,530円　0歳児保
育推進事業 990,000円　民間保育所事業補助金：延長保育事業 300,000円　保育体制強化事業
717,000円　特定教育・保育施設等給食費補助金 1,349,000円）
【民間認定こども園費】 負担金、補助及び交付金（民間認定こども園運営補助金：運営費
134,877,780円　0歳児保育推進事業 1,485,000円　民間認定子ども園事業補助金：延長保育事業
300,000円　保育体制強化事業 616,000円　特定教育・保育施設等給食費補助金 9,204,500円）
【保育士等処遇改善臨時特例交付金事業費】 負担金、補助及び交付金（民間保育所事業補助金
1,261,380円　民間認定こども園事業補助金 2,241,180円）　職員手当等 66,654円

備　 考

項 3 児童福祉費 目 4 保育所費

特定財源の名称・金額

子どものための教育・保育給付費負担金（国 109,412,335円　県 45,234,244円　国過年度分 1,289,945円　県過
年度分 31,726円）　県地方単独費用補助金 1,444,000円　保育対策総合支援事業（国 291,000円　県 999,000
円）　過疎債（みのだ給食分 9,200,000円）　保育料 6,973,100円　過年度保育料 92,480円　保育士等処遇改善
臨時特例交付金（国 3,802,560円）

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 3 民生費

  うち繰越分↓
83,709,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 60,380,188

  うち繰越分↓
57,224,634

  うち繰越分↓
6,672,000

  うち繰越分↓
うち受益者負担 19,152,160

  うち繰越分↓
7,065,580

  うち繰越分↓
6,672,000

  うち繰越分↓
 その他(d) 19,152,160

  うち繰越分↓
7,065,580

  うち繰越分↓

47,708,970
  うち繰越分↓

10,400,000
  うち繰越分↓

53,666,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
125,045,000

  うち繰越分↓

1,000,000

財
源
内
訳

 国庫支出金(a) 106,581,202
  うち繰越分↓

114,795,840

 県支出金(b) 44,926,050
  うち繰越分↓

 地方債(c) 5,800,000
  うち繰越分↓

9,200,000

  うち繰越分↓

279,492,000
  うち繰越分↓

1,000,000 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 236,839,600
  うち繰越分↓

235,995,024

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

・民間保育所等を入所している児童について、毎月10日までに当月分の委託費（給付費）を各施設に支払
う。
・委託費（給付費）に関する、国庫負担金、県負担金の交付申請、実績報告、負担金の受入れを行う。
・令和4年度の委託費（給付費）については、公定価格について年度途中での遡及改定や、処遇改善加算
Ⅲの適用あり。
・町内児童の給食費について、毎月各施設に補助金を交付。
・福祉行政報告例（毎月）、所要額調査等各種調査報告事務を行う。
・広域利用児童について住所地の市区町村及び利用希望施設と調整、受入れを行う。
・新型コロナウイルス感染症対策を取りながら最前線において働く保育士等の処遇改善のため、「保育士
等処遇改善臨時特例交付金事業」を実施。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　保育の実施により、児童の心身の健全な発達を図るとともに、保護者が安心して働くことができる環境づ
くりができ、子育て支援に繋がっている。
　広域利用（里帰り出産や勤務地の都合等により町外に住所を有する児童が町内の保育施設等を利用）
を希望する児童の入所により、子育て世代を支援することができた。

特記事項 　「保育士等処遇改善臨時特例交付金事業」については、令和3・4年度実施。

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

民間保育所・民間認定こども園入所希望者、民間保育所・民間認定
こども園

対 象 者
児童数 239名
（R5.3.1現在）

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　児童が安心かつ安全な保育を受けるために、民間の保育所が継続かつ安定した運営ができるよう運営
費等の助成を行う。また、子どもが楽しく心地よく過ごし健やかに育ち、保護者が安心して子どもを預け、
仕事と子育てを両立できるようにする。

事業継続年数 事業開始年度 昭和58年度

分野別施策 ３　子ども・子育て支援の充実 所 属 長 森本 志子

主な施策 ２　地域における子育て支援の充実 電話番号 82-6306

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 福祉課

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 民間保育所委託事業 整理番号 1306-074

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


